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  はじめに

ドイツは，放送・通信分野に関して，非常
に複雑な規制メカニズムを有している。通信が
連邦レベルで一元的に規制されるのに対して，
放送は文化であるという理由で，教育などと同
じく，16の州の所管とされている。このため，
州ごとに独自の放送法と規制監督機関が存在
し，さらに公共放送と商業放送で別々の規制
監督が行われている。各州の機関は，全国レ
ベルの問題を協議するため連合体を結成し，
内部に種々の機関横断的な委員会を設け，必
要に応じて連邦の通信監督庁やカルテル庁とも
連携をとっている1）。

こうして，放送・通信に関して，あわせて27
もの規制機関が存在する事態となっている2）。
これに加えて，近年は共同規制という試みが
制度化され，業界の自主規制機関が制度とし
て規制システムに組み込まれるようになった。

本稿では，商業放送を管轄する州メディア
監督機関を取りあげ，どのような理念と経緯で
このような複雑な体制が成立しているのかを
紹介し，放送・通信の“独立規制監督”のあ
り方の多様性の理解への一助としたい。なお，

公共放送については，組織の内部機関という
性格をもつため，ここでは扱わない 3）。

Ⅰ～Ⅲ章で州メディア監督機関の組織，任
務，活動を概観し，Ⅳ章で青少年保護につい
て行われている共同規制のしくみを紹介する。

  Ⅰ 設立の経緯と組織

Ⅰ－１　設立の経緯
州メディア監督機関（Landesmedienanstalt）

は，1980年代，西ドイツにおける商業放送解
禁に伴い，商業放送の認可と監督を行う独立
規制機関として設立された。

公共放送が各州にあるのと同様，州メディア
監督機関も各州に置かれた。1984年から89年
にかけて，各州で商業放送法（メディア法とい
う名称のところもある）が可決し，これが商業
放送についての規律と，州メディア監督機関の
設立，組織，任務について定めた。

東西ドイツ統一後，ベルリン州とブランデ
ンブルク州は共同で監督機関を設立し，また
2006年にはハンブルク州とシュレースヴィヒ＝
ホルシュタイン州が機関を合併させたため，現
在は全国で14の機関がある（図1，表1）。

【シリーズ】  国際比較研究：放送・通信分野の独立規制機関

　　第 6 回 ドイツ州メディア監督機関　
～連邦的規制と共同規制～
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表１　各州メディア監督機関一覧

図１　各州メディア監督機関

名称（アルファベット順） 所在地 執行役
（代表）

執行役の
選出者 評議会員の選出方法と人数 収入

（万ユーロ）* 職員数 *

バーデン・ヴュルテンベルク州
コミュニケーション監督機関（LFK）** シュトゥットガルト Thomas 

Langheinlich
州議会が選出 , 
州首相が任命

社会各グループが代表派遣（36）
（うち，政党・会派から 8） 914 24

バイエルン州
ニューメディア監督センター（BLM） ミュンヘン Wolf-Dieter 

Ring 評議会 社会各グループが代表派遣（47）
（うち , 政党・会派から12，州政府から1） 2,632 77

ベルリン・ブランデンブルク州
メディア監督機関（mabb） ベルリン Hans Hege 評議会 両州議会が選出（7） 817 30

ブレーメン州メディア監督機関（brema） ブレーメン Cornelia Holsten 評議会 社会各グループが代表派遣（26）
（うち，政党・会派から 5） 176 19

ハンブルク・シュレースヴィヒ＝ホルシュタイン州
メディア監督機関（MA-HSH） ノルダーシュテット Thomas Fuchs 評議会 社会各グループが提案し，

それにもとづいて両州議会が選出（14） 324 24

ヘッセン州商業放送・
ニューメディア監督機関（LPR Hessen） カッセル Wolfgang 

Thaenert 評議会 社会各グループが代表派遣（30）
（うち，政党・会派から 5） 764 23

メクレンブルク＝フォアポンメルン州
メディア監督機関（MMV） シュヴェリーン Uwe Hornauer 評議会 社会各グループが代表派遣（11） 258 19

ニーダーザクセン州メディア監督機関（NLM） ハノーファー Andreas 
Fischer 評議会 社会各グループが代表派遣（26）

（うち，政党・会派から 6） 899 22

ノルトライン＝ヴェストファーレン州
メディア監督機関（LfM） デュッセルドルフ Jürgen 

Brautmeier 評議会 社会各グループが代表派遣（28）
（うち，政党・会派から 7） 1,577 58

ラインラント＝プファルツ州
メディア・コミュニケーション監督センター

（LMK）
ルードヴィヒス
ハーフェン

Manfred 
Helmes 評議会 社会各グループが代表派遣（42）

（うち，政党・会派から 7） 782 41

ザールラント州メディア監督機関（LMS） ザールブリュッケン Gerd Bauer 州議会 社会各グループが代表派遣（33）
（うち，政党・会派から 4，州政府から1） 238 19

ザクセン州
商業放送・ニューメディア監督機関（SLM） ライプツィヒ Kurt-Ulrich 

Mayer メディア評議会
総評議会：社会各グループが代表派遣（31）

（うち，政党・会派から 6，州政府から1）
メディア評議会：州議会が選出（5）

694 22

ザクセン＝アンハルト州
メディア監督機関（MSA） ハレ（ザーレ） Martin Heine 評議会 社会各グループが代表派遣（25）

（うち，政党・会派から 6） 480 20

テューリンゲン州
メディア監督機関（TLM） エアフルト Jochen Fasco 評議会 社会各グループが代表派遣（25）

（うち，政党・会派から 3，州政府から1） 472 34

* 収入と職員数は 2010 年のもの　**2010 年幹事機関

（ALM ウェブサイトより作成）

（各州放送法と ALM  Jahrbuch より作成）
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Ⅰ－ 2　組織
法的性格

州メディア監督機関は，法的にいうと，「公法
上の営造物（öffentlich-rechtliche Anstalt）」と
いう性格をもつ。公法上の営造物とは，行政に
さまざまな利害関係者を参加させ，多元的な決
定構造を保障し，より効果的に国民・住民の共
益を実現するためにドイツで伝統的に使われて
いる組織的方途であり，行政的な機能を担いつ
つも，官庁ヒエラルヒーから独立した地位が与え
られる4）。州メディア監督機関も，行政機関では
あるが，州の官庁からは完全に独立している。

各機関は，名称，組織構成，任務の力点の
置き方などに若干のバリエーションはあるが，
基本的な構造と機能は共通している5）。主な内
部機関は，評議会と執行役の2つである（図2）。

評議会

評議会（メディア評議会Medienrat，放送委
員 会Rund funkkommiss ion， 総 会Ver-
sammlungなどの名称あり）は，州メディア
監督機関の意思決定機関である。評議会は，
放送が国家や特定の社会的勢力の支配下に置
かれることを防ぎ，社会に存在する意見の多元

性を放送に反映させる目的で，その州のさまざ
まな社会的グループの代表によって多元的に構
成されている6）。どの集団が代表を派遣するか
は各州法で指定されており，州議会に議席をも
つ政党・会派の代表も入る。また，州議会が専
門知識をもった少数のメンバー全員を選出する
モデルを採っているところもある（mabb，MA-
HSH，SLM。ただしこの場合，公職・官職にあ
る者は欠格となる）。合計人数は最少で7名，最
大で47名，平均は約30名という規模である。

評議会は，市民社会の利益を代表し，放送
事業者の認可，周波数割当ての決定，番組の
多元性の監督や，執行役の選出，市民のメディ
アリテラシー普及など，重要事項について包括
的な決定権をもつ 7）。例として，ヘッセン州メ
ディア監督機関LPR Hessenの評議会メンバー
とその出身団体を表2に示す。

表 2　LPR Hessen 評議会メンバーと派遣元団体

Karl Waldeck
福音教会代表

Walter Lohmeier
ヘッセン州

商工会議所連合代表

Sieglinde Knöll
ドイツ児童保護連盟
ヘッセン支部代表

Winfried Engel
カトリック教会

代表

Evelin Portz
ヘッセン州

自営業者連盟代表

Reiner Jäckel
ヘッセン青少年
センター代表

Jacob Gutmark
ヘッセン州

ユダヤ人団体代表

Frank Albereht
ヘッセン州

小売業連盟代表

Jutta Gelbrich
ヘッセン州

消費者連盟代表

Dieter Hochgesand
ヘッセン州

スポーツ連盟代表

Armin Müller
ヘッセン州

農業組合代表

Jetty Sabandar
ヘッセン州

外国人労働者連盟代表

Helene von Friedeburg
ヘッセン州

女性評議会代表

Hans Werner Schech
ヘッセン州

手工業会議所連合代表

Günter Woltering
ヘッセン州

民間福祉団体連盟代表

Irina Kilinski
教育・

学術労組代表

Horst Sassik
ヘッセン州

音楽評議会代表

Karin Wolff
ヘッセン州

議会 CDU 会派代表

Gitta Düperthal
統一サービス産業労組

代表

Eckehart Blume
ヘッセン州環境・自然

保護団体連合代表

Wilhelm Dietzel
ヘッセン州

議会 CDU 会派代表

Jörg Steinbach
ヘッセン州

ジャーナリスト連盟代表

Udo Schlitt
ヘッセン・テューリンゲ
ン州社会福祉団体代表

Uwe Frankenberger
ヘッセン州

議会 SPD 会派代表

Heinz-Dieter Hessler
ヘッセン州

官吏組合代表

Heike Bickel
ヘッセン州

父母会役員会代表

Jürgen Frömmrich
ヘッセン州

議会同盟 90/
緑の党会派代表

Klemens Dezemann
ヘッセン州

実業家団体連合代表

Karl Bauer
ヘッセン州

追放者連盟代表

Florian Rentsch
ヘッセン州

議会 FDP 会派代表

図 2　LPR Hessen の組織図
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（LPR Hessen ウェブサイトより作成）

（LPR Hessen ウェブサイトより作成）
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評議会メンバーは名誉職であり，無報酬であ
る。法律には，適格性の条件は明記されておら
ず，選出は各団体に任されているため，専門知
識，経験には幅がある8）。評議会は，数か月
に1度の頻度で開催される。未公開で，議事
録の公開をしているところはない。
執行役

執行役（Director, Präsident）は，州メディ
ア監督機関の業務を統括し，評議会の決定を
執行する。また法的・対外的に機関を代表する。

執行役の選出は，評議会が内部で選考委員
会を組織して独力で行う9）。任期は4，5年で，
複数回の再選も可能である。

執行役に選ばれるのは，多くの場合，放送・メ
ディア業界，州メディア監督機関，あるいは州官
庁などで職歴を重ねた経験豊かな人物である。
最近の例では，2010年3月にLfM評議会が執
行役として選出したJürgen Brautmeier氏（56歳）
は，1987年からLfMに勤め，1999年からはLfM
執行役代理，さらに欧州規制監督機関プラット
フォーム（EPRA）の議長，毎年優れた映画テレ
ビ番組に与えられるアドルフ・グリム賞を運営する
Adolf-Grimme-Institutの評議会メンバー，欧州
メディアリテラシーセンター（ecmc）の理事会議
長，さらにはベルギーのドイツ語共同体における
放送規制監督機関の副会長も兼ねる人物である。
財源

州メディア監督機関の政治的独立性を担保す
るため，財源は税金ではなく，ほぼ100％，受
信料から賄われる10）。公共放送が徴収した受
信料の約2%が，州メディア監督機関に分配さ
れる。各州の受信料支払い者の数に応じて，各
州機関に分配される。このほか，手数料収入も
わずかながらある。2009年の収入合計は約1億
1,000万ユーロ（約125億円）であった。州メディ

ア監督機関の職員数合計は約400名である。
州議会・州政府との関係

上述のように，評議会メンバーに，政党の代
表が入る場合が多いが（州政府代表が1名入
るところもある），決定に必要な過半数には届
かないため影響力は限られている。また，決算
報告書と事業報告書を，州議会と州会計検査
院に送付する義務を定めているところもあるが，
原則的に議会に説明責任を負うということはな
い。評議会の構成が，民主的な討議と正当性
を担保していると考えられる。

州政府は，州メディア監督機関が，法律の
規定に違反していないかどうかの形式的な監督
義務をもつが，任務における意思決定，財源，
人事に関しては完全に独立している11）。
各州メディア監督機関の連携

各州メディア監督機関の共通の問題を協議
し，連携して任務を遂行する目的で，1985
年 に執 行 役 会 議（Direktorenkonferenz der 
Landesmedienanstalten/DLM）が 設 立され
た。また1995年には，州メディア監督機関
全 体 の 連 合 体（Arbeitsgemeinschaft der 
Landesmedienanstalten/ALM）が結成され，
DLMはその執行機関として位置づけられた。

ALMは，各機関が自主的に結成した連合組
織であるが，次第にその重要性を増し，複雑な組
織になっている。この点についてはⅢ章で触れる。

  Ⅱ 理念，任務

Ⅱ－１　憲法にもとづく理念
具体的な任務について触れる前に，各州で

商業放送が起草された際，どのような理念にも
とづいて州メディア監督機関が設計されたのか
を確認しておく必要がある。
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連邦憲法裁判所の放送判決

ドイツで1970年代に商業放送導入の是非を
めぐって政治的に議論が戦わされたとき，最も
決定的な論点は，それが憲法上許されるのか
ということであった。

連邦憲法裁判所が，放送に関して示してきた
一連の判断のなかで，一貫して基礎になってい
る考えかたは，民主主義社会では，多様な情
報の流れが保障され，人々がさまざまな価値観
にもとづいた異なった内容の情報に接すること
で，自らの意見を自由に形成し，政治過程に参
加できるべきである，ということである。放送
は，その特殊な社会的影響力から，この民主
主義社会の基礎である意見の自由と多様性を
大いに促進しうるし，また破滅的に損なう危険
性もはらんでいる。それゆえ，放送には特別な
規律が必要となる。

憲法裁は，1961年の第1次放送判決のなか
で，放送事業者は，番組の内容上の均衡性と
客観性を保障するため，意思決定機関として，
社会的に重要なグループの代表から多元的に
構成された内部監督機関を設置しなければな
らない，とした。この“内部的多元性”の原
理は，すべての放送事業者に要求されたため，
商業放送の設立は長いあいだ実質的に不可能
となっていた。

しかし第3次判決（1981年）および第4次判
決（1986年）では，商業放送については，複
数の事業者が存在することによる“外部的多元
性”が保障されればよい，という判断が示され
た。ただしその際，商業放送のサービス全体
のなかで，少なくとも可能性としてはすべての
言論に発言の機会がある，という程度の多様
性を保持すること，また特定の個人や団体が
支配的な影響を及ぼすことを防止する措置を設

けること，が必要であるとした。
さらに第5次判決（1987年）では，商業放送

と公共放送が併存する二元的な体制によって，
ジャーナリズム上の競争が生まれ，国内の番組
制作の活性化と，言論の多様性の拡大につな
がりうる，という商業放送の積極的な存在意義
を認めた見解も示された 12）。
意見の多様性の保障と促進

これらの放送判決が，各州の商業放送法の
規範となり，州メディア監督機関も，この憲法
規範を満たすべく設計された。こうして州メディ
ア監督機関の最大の使命は，規制と監督を通
じて商業放送全体における意見の多様性の保
障をすること，さらには，公共放送とともに，
二元体制全体のなかでジャーナリズム上の競
争が最大限に機能するよう監督を行うこと，と
なる。

こうした意味で，州メディア監督機関は，
憲法に照らした自らの役割を，「公共を代表
して，二元体制が機能するよう守る監督者

（Sachwalter）」と表現している13）。
次にみるような認可，監督，技術支援，メディ

アリテラシーの普及活動といったような州メディ
ア監督機関のさまざまな具体的な活動にも―
メディア集中の規制はもちろんのこと，産業誘
致や新技術の実験計画の支援など一見産業振
興政策とみえる場合も―つねに意見の多様
性保護という理念が貫かれているのである14）。

Ⅱ－ 2　任務
州メディア監督機関の任務は，各州商業放

送法のほか，放送州間協定および青少年保護
州間協定にも定められている。州法の文言や構
成はある程度異なってはいるが，おおよそ表3
のようにまとめることができる。
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認可，周波数割当て，集中規制

商業放送の認可は，代表の居住地や財務能
力などの一般的な適格条件のほか，番組編成
計画をもとに，意見の多様性への貢献と，番
組サービス全体のなかでの均衡性を考慮して行
われる。

これはドイツのテレビ放送の特殊事情であ
るが，RTL TelevisionやSat.1など，もっとも
よく視聴される商業放送局も，またマイナーな
専門局も，番組伝送には主にSES Astra社か
Eutelsat社の衛星を使用しており，基本的に
は地上波の周波数割当てを受ける必要がない

（ケーブルテレビも基本的には衛星波の再送信
である）。このように衛星を基本的な伝送路と
する場合，認可は，全国向け放送というカテゴ
リーで行われる15）。

従来は，事業者が本社を置く州の監督機関
が，認可の決定をしていたが，2008年9月の法
改正により，全国向け放送についてはすべて，
ALM内に置かれた中央の「認可・監督委員会」

（ZAK）の判断を仰がなくてはならないことに

なった。ZAKの判断にもとづいて，申請を受
理した州メディア監督機関が認可を与える，と
いう手続きをとる。

さらに，全国向け放送の場合，認可を受け
る前に，同じく中央委員会である「メディア集
中調査委員会」（KEK）の審査を受けなくては
ならない。KEKは，商業放送における支配的
な意見形成力の出現を阻止するため，事業者
の出資関係と関連会社の視聴シェアをもとに，
法律に定められた基準をクリアしているかどう
かを判断し，結果を担当の州メディア監督機関
に報告する16）。

地上波を使用するローカルテレビ放送，ラ
ジオ放送の認可については，地上波周波数の
公募と並行して，各州のメディア監督機関が
州法の定めにしたがって，独自に決定を行う。
認可と周波数割当ては，手続き上切り離され
ている。
番組監督

州メディア監督機関は，種々の法律で定めら
れた番組規律の遵守を監督する。番組規律の
種類としては次のようなものがある。
● �人間の尊厳の尊重，他者の信仰や意見の尊

重，統一ドイツにおける連帯感および国際相
互理解の促進などの一般番組原則（放送州
間協定第 3, 41 条）

● �ジャーナリズムの一般原則（各州法）
● �意見の多様性の反映，特定の総合編成チャ

ンネルにおける地域枠番組の義務（放送州
間協定第 25 条，各州法）

● �広告・スポンサーシップに関する規則（放送
州間協定第 7, 8, 15, 44 〜 45 条 a）

● �放送禁止の番組，青少年に悪影響を与える
番組の放送時間指定（青少年保護州間協定
第 4, 5 条）

● �商業放送の認可，周波数割当て，メディア集中規制
● �番組監督，意見の多様性と均衡性の監視，広告や

青少年保護規則の遵守の監督，違反の制裁
● �ガイドラインや規則の制定
● �デジタルサービスへの差別のないアクセスの自由

の保障
● �商業放送の技術発展の支援，新しい伝送路技術の

実験の計画と組織
● �メディア分野の専門教育と研修，商業放送に対する

コンサルタント
● �市民メディア（オープンチャンネル）の組織，非営利

放送の支援
● �市民の苦情や相談の受付
● �メディアリテラシー・メディア教育に関するプロジェ

クトの支援
● �放送・メディア調査研究

表３　州メディア監督機関の任務
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州メディア監督機関は，認可した放送事業
者の番組の監督を行う。番組モニターは，年に
複数回，標本調査が行われるほか，視聴者か
ら苦情があった場合にはそのつど調査が行わ
れる。たとえば BLMでは，番組はすべてサー
バに保存され，担当職員はイントラネットにアク
セスすることで自席のPCで監視できる体制が
とられている。

また，放送事業者に対しては2 ～ 3か月の番
組保存義務が，また州メディア監督機関には情
報請求権が州法で定められている。

苦情は，各州メディア監督機関が受付けて
いるほか，インターネットで苦情受付けの総合
ポータルサイトを提供している17）。

また州メディア監督機関は，広告，プロダク
ト・プレイスメント，賞金ゲーム，青少年保護
の番組規律の監督のために，事業者にとって
拘束力をもつ共通規則を制定している。

全国向け放送で番組規律の違反が疑われる
場合，担当の州メディア監督機関は，先に触れ
たZAKに報告しなければならない。ZAKが
審査を行い，措置について決定を下す。

また青少年に悪影響を与える番組については，
法律に，20時，22時，23時以降と放送時間を
指定したレイティング規定がある。レイティング
は，業界の自主規制機関が行い，州メディア監
督機関がこれを監視する。違反と制裁について
の決定は，中央委員会の「青少年メディア保護
委員会」（KJM）が行う。以上の手続きは，共
同規制と呼ばれるもので，Ⅳ章で詳しく触れる。
制裁

番組規律の違反が確定すると，担当の州メ
ディア監督機関は，事業者に対して書面で異議
申し立てを行う。異議申し立てには制裁効力は
ないが，数度にわたる申し立てにもかかわらず

違反が繰り返される場合，認可の取り消しや一
時停止を命じることができる。

さらに，広告，テレビショッピング，青少年
保護に関する規則の違反など，いくつかの具体
的なケースについては「秩序違反法」（軽微な
犯罪や行政上の秩序違反に対する罰金につい
て定めた連邦法）が準用され， 事業者に対して
50万ユーロ以下の罰金を徴収する権限が，州メ
ディア監督機関に与えられている（放送州間協
定第49条，青少年保護州間協定第24条）。制
裁措置に不服の場合は，事業者は州行政裁判
所に訴えることができる。

権限が与えられているにもかかわらず，州メ
ディア監督機関は伝統的に，制裁措置をとるこ
とにはあまり積極的ではなかったようである18）。
先に紹介したLfMのBrautmeier 執行役はイン
タビューでこの点に触れて，「制裁権限は，触
れられると痛い点なのです。法律には制裁権限
がはっきりと定めてありますが，わたしたちはい
つも司法に訴えられるのではないかという疑い
のもとに実行しています」と述べている19）。

しかしながら近年になって，積極的に制裁措
置をとるようになってきたように思われる。2009
年には，ZAKは広告に関して23件審査，13
件に意義申し立てと罰金を，また賞金クイズに
ついて67件審査し，25件に罰金を科している。
商業放送の技術・インフラ支援

1980年代にケーブルテレビというニューメ
ディア環境のなかで商業放送の発展を支援して
きた州メディア監督機関は，現在はデジタル化
という大きな変化のなかで，さまざまな形で商
業放送の支援を行っている。

2002年に始まった地上放送のデジタル化に
おいては，州メディア監督機関は商業放送の
利益を代表し，また公共放送と協力して，各地
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でプラットフォームを立ち上げ，このプロセスを
成功に導いた。このときいくつかの州では，商
業放送の送信費に対する補助金助成も行った。
現在は，地上ラジオのデジタル化，デジタル
ケーブルテレビにおけるローカル放送のアクセス
の確保などをめぐって，関係者のコーディネート
をし，シンポジウムを開くなどしている。また，
地上アナログ放送終了後の空き周波数帯を使
用して，LTE技術を利用したモバイルブロード
バンドの実験を進めている州メディア監督機関
もある。
オープンチャンネル，非営利ラジオの支援

営利を追求する商業放送に対して，視聴者・
市民自身による放送番組の制作の機会を提供
し，意見の多様性を補完する目的で，州メディ
ア監督機関は，オープンチャンネルや非営利ラ
ジオの市民放送の支援をさまざまな形で行って
いる。mabbやLPR Hessenなど5つの州メディ
ア監督機関は，オープンチャンネルを直接運営
し，スタジオや機材などを市民に貸し出してい
る20）。またローカル放送賞を運営するところも
ある。
メディアリテラシー・メディア教育

市民のメディアリテラシー普及も，州法で定
められた州メディア監督機関の任務である。児
童，青少年，子育てをする両親，またメディア
に関わる職業人のために，催し，セミナー，ポー
タルサイトを通し，また学校やほかの団体と協
力しながら，さまざまな形でメディアリテラシー
育成の機会を提供している。

たとえば BLMは，「バイエルンメディア教
育財団」を設立し，州政府や他の団体のコー
ディネーション役となって，バイエルンの小学
校でメディアリテラシーの授業を選択制で導入
できる「バイエルン・メディア資格プロジェクト

（Medienführerschein Bayern）」を現在進め
ている21）。またmabbは2001年に，放送ジャー
ナリストの養成のための専門学校electronic 
media school（ems）を，公共放送のベルリン・
ブランデンブルク州放送協会（RBB）と共同で
設立し，運営している。

  Ⅲ　連邦体制の合理化

認可や監督業務についてみたように，14の州
メディア監督機関は，それぞれが評議会と執行
役という意思決定と執行の機能をもっているに
もかかわらず，多くの任務については，中央に
置かれた委員会に決定権限を移譲してしまって
いる。この事情をもういちど確認しておきたい。
KEK

まず1997年に，メディア分野の集中調査
委 員 会（Kommission zur Ermittlung der 
Konzentration im Medienbereich/KEK） が
設立された。これは，各州の産業誘致政策の
思惑によって，全国向け放送の認可が州によっ
て異なった扱いをされるのを防ぐ目的で組織さ
れたものである。各州メディア監督機関は，認
可の交付の前に，KEKの判断をまたねばなら
なくなった。当初は，外部の放送法と経済法
の専門家6名（うち3名が裁判官の資格をもつ。
任命は州首相）から構成されていたが，2008
年の法改正で州メディア監督機関の執行役6名
が加えられ，全12名となり，州メディア監督機
関の一組織として位置づけられた。
KJM

次に2003年に連邦と州の青少年保護法規の
大改正が行われ，それまで州メディア監督機
関，州官庁，連邦官庁とさまざまに分散してい
た青少年保護に関する監督権限を一本化させる
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形で，青少年メディア保護委員会（Kommission 
für Jugendmedienschutz /KJM）が設立され
た。各州メディア監督機関は，青少年保護違反
の判断と措置については，KJMの判断を仰がな
くてはならない。KJMは，州メディア監督機関
の執行役6名，連邦の青少年保護官庁が派遣
する専門家が2名，州の担当官庁が派遣する専
門家が4名の合計12名で構成され，州メディア
監督機関の一機関として位置づけられている。
ZAK

2008年には，さらなる意思決定の合理化
のために， 認 可・監 督
委 員 会（Kommission 
f ü r  Zu l a s su ng  u nd 
Aufsicht/ZAK）が組織
された。全国向けテレビ
の認可，番組規律に違
反があった場合の制裁措
置の決定は，ZAKが一
元的に行うことになった。
日々の番組モニター業務
は，各州メディア監督機
関が行っている。
ベルリン共同事務所

これまで，これらの3

つの中央委員会は別々の州に事務所を構えて
いたが，ついに2010年5月には，この3つに加
え，各州メディア監督機関の評議会の代表会議

（Gremienvorsitzendenkonferenz/GVK）をも
収容する共同の事務所が，ベルリン・ミッテ区
に開設され，重要な意思決定機関がベルリンに
集結することになった 22）。

以上のような機構を，州メディア監督機関の
連合体ALMの組織図として表わすと図3のよ
うになる。また各機関の構成員と任務をまとめ
たものが表４である。

表 4　ALM 内部機関と任務

　　　　図 3　ALM 組織図

機関名 メンバー 主な任務

法定の機関

認可・監督委員会（ZAK） 執行役 14 全国テレビ放送の認可，番組原則・広告規則等の違反の監督，制裁の決定

メディア集中調査委員会（KEK） 執行役 6 と外部専門家 6 全国テレビ放送の認可に先立ってのメディア集中状況の審査

青少年メディア保護委員会（KJM） 執行役 6 と外部専門家 6 放送とインターネットにおける青少年保護・人権に関わる違反の審査と措置の決定，自主
規制機関の認定

評議会代表会議（GVK） 評議会議長 14 全国向けサービスの周波数割当ての決定，プラットフォーム事業者のマストキャリー選定

運営のための機関

執行役会議（DLM） 執行役 14 ALM 国内・対外代表，共通の問題の処理，放送事業者との意見情報交換

評議会代表会議（GVK） 評議会議長 14 上述の法定任務のほか，番組動向分析，ガイドライン・内規の決定

総会（GK） 執行役 14 と評議会議長 14 二元体制の根幹に関わるような原則的な意味をもつ重要事項の意思決定

（法定の諸機関）

ALM
（組織運営のための諸機関）

GVK
評議会代表会議

ZAK
認可・監督委員会

番組・広告担当
（BPW）

プラットフォーム・
デジタルアクセス担当
（BPDZ）

メディア
リテラシー
担当

ラジオ
担当 法務担当 総務担当

技術問題
会議

（TKLM）
EU担当

KJM
青少年メディア保護委員会

GVK
評議会代表会議

DLM
執行役会議

GK
総会

KEK
メディア集中調査委員会

（ALM Jahrbuch から作成）

（ALM Jahrbuch から作成）
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4月に発効した「青少年保護州間協定」で，放
送に共同規制の手法が明確に採り入れられた。
これを以下にみていきたい。

Ⅳ－ 2　共同規制の導入の経緯
ドイツでは1990年代のはじめ，商業テレビ

における過激な暴力と性の表現が，広く社会問
題になった。第2次設立ブームのさなかにあっ
た商業放送が，視聴者の目をひきつけて，公
共放送が占めている視聴シェアを奪おうと必死
になっていた時期である。青少年への悪影響
を懸念した政界からテレビ番組の規制強化の声
が強まるなか，商業放送事業者は1993年，テ
レビ自主規制機関（Freiwillige Selbstkontrolle 
Fernsehen /FSF）を共同で設立し，事態の
改善を図ろうとした。FSFは，映画の自主規
制 機 関FSK（Freiwillige Selbstkontrolle der 
Filmwirtschaft）をモデルにしたもので，テレ
ビ番組の事前審査とレイティングを自主的に行
う組織であった。

しかしながら，青少年保護問題に関する監
督権限をもつ州メディア監督機関とFSFの関
係が不明確であったため，FSFが審査におい
て問題ないと判断したうちの多くの事例が，州
メディア監督機関によって青少年保護違反と判
断されることが多かった。これによってFSFの
重要性は低下し，自主規制は機能しなくなって
いた 26）。

こうした機能不全を解消するため，2001年に
連邦と州の青少年保護法規の大改正の協議が
はじまったとき，自主規制システムの強化が目
標の1つに入れられた 27）。そして法案作成の過
程のなかで，共同規制のしくみが採用されたの
である。

こうしてみると，連邦制的体制を残してはい
るものの，州メディア監督機関の中央集権化が
確実に進展し，各州の機関は，単なる中央の
決定の執行機関となりつつあるともみえる。前
LfM執行役で，自身ZAKの設立など，州メ
ディア監督機関の機構の合理化に尽力してきた
Norbert Schneider氏は，最終的には，16州
共同設立の1つの監督機関を作るのが理想であ
る，と述べている23）。

2006 年にハンブルク州とシュレースヴィヒ
＝ホルシュタイン州のメディア監督機関が合併
し，MA-HSHが成立したが，このような合併
の動きがすこしずつ進展していくことが予想さ
れる。

  Ⅳ 青少年保護における共同規制

Ⅳ－ 1　共同規制とは
経済や技術が急速に変化する今日の社会で

は，従来型の国家・行政による規制システム
が，複雑化した問題に対処できず，機能不全
に陥るリスクが大きくなっている。共同規制（co-
regulation/ regulierte Selbstregulierung）24）

とは，こうした欠陥をもつ国家・行政による規
制に，関係者による自主規制を組み合わせるこ
とで，より効率的に目標を達成しようとするあた
らしい規制の手法である。

ヨーロッパでは2000年前後から，EUレベル
で共同規制の手法を採り入れる方向に進んでお
り，メディアの分野でも，2007年に採択された

「視聴覚メディアサービス指令」で，各国にお
いて共同規制または自主規制の制度を採ること
が推奨されている。

共同規制の具体的なありようは，国や分野に
よってさまざまである25）。ドイツでは，2003年
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Ⅳ－ 3　共同規制のしくみ
共同規制は，州メディア監督機関の青少年

保護に関する中央委員会であるKJMと，放送
事業者の自主規制機関の役割分担によって機
能する。その基本的なしくみは次のようになっ
ている。
● �KJM が，一定の条件を満たす自主規制機関

を承認する 28）。
● �承認された自主規制機関は，青少年保護の

遵守の監督を自律的に行う。
● �KJM は，原則的には個々の事例の違反の制

裁は行わず，自主規制機関の活動に法的・
形式的な問題がないかどうかを監視する。

● �放送事業者が事前に自主規制機関の審査を
通し，その決定に従っている限りは，KJM（州
メディア監督機関）による制裁を直接受ける
ことはない。

● �KJM が，直接介入することができるのは，
事前審査が行われていなかった場合と，自
主規制機関がその判断において裁量権を逸
脱したとみなされる場合である。
KJMは2003年にFSFを自主規制機関とし

て承認した。これにより青少年保護監督の日
常的な業務はFSFが行い，KJMはそれが正し
く機能しているか監督する，という役割を担う
ことになった（図4）。

なおFSFは2010年現在，25の商業放送事
業者が加盟している。財源は，加盟事業者の
拠出金と，そのつどの審査料である。

Ⅳ－ 4　自主規制機関の審査
自主規制側では，まず放送事業者の内部で，

次のようなメカニズムが働く。全国向け放送を
行う事業者は，青少年保護州間協定により，

「青少年保護担当者」を採用することが義務づ
けられている（第７条）。担当者は，放送事業
者の番組購入や番組編成の意思決定に参加し，
法律の規定やFSFへの審査提出のガイドライ
ンに従うよう働きかけなければならない。また，
ニュースなど事前審査に出すことができない番
組に関しても，青少年保護が遵守されるよう事
業者の内部で監督する。担当者は，放送事業
者とFSFの間の連絡役となることが期待されて
いる。

一方，FSFは，事業者が放送前に提出した
番組の審査とレイティングを行い，適切な放送
時間を指定する。場合によっては，シーンのカッ
トを指示したり，放送を差し止めることもある。
FSFには，現在約100名が審査員として働い
ている。審査員は名誉職であり，普段は教育
関係の仕事に従事する人で，映画自主規制機
関（FSK）などの審査員を兼任することが多い。
また教会からも審査員が派遣されている。審
査員の任命，審査の監督，審査ガイドラインの
作成は，18名の独立の専門家からなるFSF評
議会が行っている。

FSFが2006年12月に行った調査では，放送

図４　共同規制のしくみ

放送事業者

FSFが裁量権を逸脱
していた場合のみ制裁

監視

承認

番組の審査と制裁

州メディア
監督機関

FSF

KJM

（出典：Hans-Bredow-Institut/EMR, 2006 ）
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事業者から事前審査に提出されている番組の割
合は，総放送時間の6.6％を占め，青少年保護
規定に関わる番組に限ると約80％であった 29）。

Ⅳ－ 5　共同規制の例
最後に1つ，共同規制の例をみておこう。

2008年2月，KJMは，商業放送RTLの人気
オーディション番組「ドイツのスーパースターを
探 せ！（Deutschland sucht den Superstar!）」
の1月から2月にかけての4回の放送について，

「寛容と尊敬という教育目的に反し，児童を誤っ
た方向に導くような振る舞いが演出された」と
して，RTLに異議申し立てをすると同時に，合
計10万ユーロの罰金を科した 30）。

RTLは，FSFの審査を通していなかったた
め罰金を支払わなければならず，今後は同シ
リーズも審査に提出すると約束した 31）。これを
受けて，FSF評議会は作業グループを立ち上
げ，同年9月，「オーディション番組およびそれ
に類する番組フォーマットの扱いのためのガイ
ドライン」を作成，公表した 32）。

また2010年1月，KJMは再度，RTLの同シ
リーズの放送に対して，児童に悪影響を及ぼす
内容だとの判断を下した。しかしながら今回は
当該の番組はFSFの審査を通過しており，ま
た，KJMは，FSFがその審査において自主規
制の裁量権を逸脱したと明確に認めることがで
きなかったため，RTLに制裁が科せられるこ
とはなかった 33）。

この結果についてKJMの委員長Wolf-Dieter 
Ring氏は，今後FSFとの意見交換を継続し，
青少年保護で統一的な基準を適用できるよう
努力すると語った 34）。また，FSFの理事長 
Joachim von Gottberg氏 は，「KJMとFSFの
間でときおり意見の相違が出ることは，共同規

制のシステムの機能に有用なことである。その
場合，KJMもFSFも，お互いの間の批判的な
対話が青少年保護の改善につながるのだとい
うことを，はっきりと理解しなければならない」
と述べている35）。

ハンブルク大 学 の 研 究 所であるHa ns -
Bredow-Institutは2007年，法改正後の青少
年保護システムについての包括的なレビューを
行った。このなかで，共同規制システムについ
ては，若干の欠陥はあるものの，開始直後の
困難な時期の後は基本的に受け入れられてお
り，KJMの設立も成功であると証明され，ま
た，FSFに認められている「裁量権」は個々
の事例で問題になったが，次第に輪郭が明確
になり，事業者の法的安定性に寄与している，
と評価された 36）。

  おわりに

ドイツの放送の放送規制システムの2つの特
徴，すなわち伝統に棹差す連邦主義と，現代
的な試みである共同規制についてみてきた。

連邦的体制については，州メディア監督機
関が中央に権限を集中させることにより，次第
に意味をなくしつつあるのではないかという見
方もできる。ベルリンのコミュニケーション政策
研究所のLutz Hachmeister氏は，「州メディア
監督機関のシステムは，非常に時代錯誤的で
ある。監督機関の執行役の多くは，内輪では，
設立当初の任務はほとんど残っていないと認め
ている」と述べ，イギリスのOfcomをモデルと
して，通信と放送の中央監督機関を作るべきだ
と主張している37）。

しかしながら，州ごとに異なる規制のもとで
組織・運営されているラジオ放送などは地方色
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豊かで，よく聴取されているし，メディアリテラ
シー普及など，学校などの団体と地域レベルで
協力して活動するには，市民の身近にあること
の長所もあろう。地方の文化の多様性というこ
とを考えた場合，連邦主義はかならずしも時代
遅れではないかもしれない。

また共同規制の試みは，放送・メディアの規
制システムを考える場合，規制監督機関か自主
規制かの二者択一ではなく，双方が機能的に
補完しあう制度設計の可能性があることを示唆
してくれる38）。その際，規制監督側と自主規制
側の双方が，明確にコード化されたガイドライ
ンに沿って説明責任を果たしつつ，見解の対立
が生じた場合も，それを制度の発展に寄与する
機会ととらえていく，という制度的な創造性こ
そが重要であるように思われる。

（すぎうち ゆうすけ）

注：
1 ）連邦制国家のなかでも，放送の権限を州など下

位構成体に置いている国は少数であり，他には
ベルギーの例がある。ドイツの場合は，ナチス
による放送の濫用という苦い歴史的経験がこの
ような制度の選択をさせたのであろう。1961
年の連邦憲法裁による第 1 次放送判決で，放送
が州の専属権限であることが確認されている。

2）州メディア監督機関 14，公共放送の内部監督
機関 11，公共放送の財源需要審査委員会 1，連
邦ネットワーク庁 1。

3）近年，特に公共放送のインターネットサービス
の範囲と監督をめぐって注目をあびているのは
公共放送の内部監督機関であるが，これについ
ては稿を改めて論じたい。

4）この組織形態はほかに，救貧院，大学，銀行，
保険会社，貯蓄金庫などにもみられる。以上の
説明は，大久保規子「営造物と利益集団の多元
的参加」『一橋論叢』（108（1）, 1992, p.104-125）
による。なお ARD（ドイツ公共放送連盟）に
加盟する各州放送協会，ZDF（第 2 ドイツテ
レビ），ドイチュラントラジオなど公共放送も，
同じく公法上の営造物である。

5）ただし BLM のみ機関の性格が他と異なる。バ

イエルン州では，州憲法が「放送は，公的責任
において公共的な設立母体によってのみ行われ
る」と定めているため，形式上は BLM が放送
を行う主体となり，BLM が契約を結んだ番組
提供者の番組を組織して放送するということに
なっている。ただし実質的には，他の 13 機関
の機能と変わらない。

6）この組織形態は，当時すでにあった公共放送の
監督組織をモデルにしたものであるが，公共
放送にこれを導入したのは，ドイツの放送の
父と呼ばれる Hans Bredow（1879 〜 1959）で
ある。彼はワイマール時代のドイツ帝国放送協
会（RRG）の代表であったが，戦後，占領軍
下で，民主主義的な放送制度を再建するにあ
たって基本的なコンセプトを提供した。これ
は BBC をモデルにしつつ，ドイツ特有の公法
上の営造物にみられる評議会モデルを放送に適
用したもので，英米仏の占領地区で採用され
ていった（Hans J. Kleinsteuber, Public Service 
Broadcasting Counsils in Germany; in: The Public in 
Public Service Media. RIPE@2009, Nordicom, 2010, 
p.214）。

7）LFK は，例外的に評議会の権限が，執行役の
決定の同意権に限定されている。

8）Wolfgang Hoffmann-Riem, Regulating Media: 
The Licensing and Supervision of Broadcasting in Six 
Countries, 1996, p.126

9）2010 年 5 月に行われれた NLM 執行役の選出
（候補者は 45 人挙げられた）では，選考委員
会は外部のコンサルタント会社の協力を仰い
だが，これは州メディア監督機関の歴史で初
めてのことであったという（Funkkorresondenz, 
14/2010）。

10）ドイツの受信料は，放送制度全体を支える公
的負担金であると解釈されている（Albrecht 
Hesse, Rundfunkrecht, 3.Aufl.,2003, S.181）。

11）なお州政府における放送の主務官庁は，州首相
官房（Staatskanzlei）であり，ここが放送法の
法案作りなどに携わる。

12）放送判決についてはとりわけ，石川明「二元的
放送体制と公共放送：西ドイツの第四次放送判
決をめぐって」『放送研究と調査』1987 年 2 月
号（NHK 放送文化研究所），同「二元的放送体
制と公共放送の役割：西ドイツにおける論議と
その背景」『NHK 放送文化研究所年報』33（1988
年）を参照。

13）2009 年 12 月に ALM 総会で可決された声明
文「質の価格：メディア間およびメディア内部
における排除競争とその二元体制にとっての
影響」のなかの第 1 節「二元的放送体制にお
ける州メディア監督機関の役割と機能」の表
現（ALM, Der Preis der Qualität, Der intermediäre 
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und intramediäre Verdrängungswettbewerb und seine 
Folgen für duale Rundfunkordnung, 3.12.2009）。

14）Hesse, S.243
15）ドイツの伝送路事情については，拙稿「ケーブ

ル大国ドイツが直面するデジタル化の隘路」『放
送研究と調査』2009 年 12 月号（NHK 放送文
化研究所）を参照。

16）メディア集中規制の「視聴シェアモデル」と
呼ばれる手法については，石川明「放送にお
ける多様性：ドイツにおける理念とその変容」

『関西学院大学社会学部紀要』91 号（2002 年）
を参照。実際には，認可や出資変更時にこの
規定に抵触する事例はほとんどないが，過去
に 1 度だけ KEK の審査が世間の耳目を集め
た。2005 年にドイツ最大の新聞出版グルー
プ Axel Springer が，大手商業放送グループ
ProSiebenSat.1 Media の 買 収 を 決 め た と き，
KEK は，Springer 社が支配的な世論形成力を
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